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平成 28 年 3 月 

（一財）港湾空港総合技術センター 

 

平成 28 年度 海上・空港工事施工管理技術者／空港土木施設点検評価技士 

資格認定試験の予定等について 
 

Ⅰ.海上工事施工管理技術者 資格認定試験 

 

１．申込み受付期間 

 (1) １次試験：平成 28 年 6 月 1 日（水）10 時～ 6 月 30 日（木）午後 4 時 

 (2) ２次試験：平成 28 年 9 月 20 日（火）10 時～10 月 11 日（火）午後 4時 

 

２．受験申込み手続き 

受験申込みは、インターネットを通じて行います。申込みに必要な資料、受験料の支払い、受験に

あたっての留意事項等については、SCOPE ホームペー（http://www.scopenet.or.jp/main/index.php）

から「海上・空港管理技術者／空港点検資格制度 制度」にアクセスしてください。 

 

３．試験日及び合格発表 

(1) １次試験（択一試験） 

・試験日：平成 28 年 8 月 21 日（日）試験開始：12 時 30 分 試験終了：16 時 30 分 

・試験地：札幌、仙台、新潟、東京、名古屋、大阪、高松、広島、福岡、那覇 

・受験料：10,800 円（消費税込み） 

・合格発表日：平成 28 年 9 月 20 日（火） 

 

(2) ２次試験（面接試験） 

・経験論文提出期限：平成 28 年 10 月 21 日（金）午後 4時 

・面接試験日：平成 28 年 11 月中旬～12 月初旬のうち 1 日 

（面接試験の日時、試験地は、受験者に通知します。）  

・試験地：札幌、東京、名古屋、大阪、福岡 

・受験料：10,800 円（消費税込み） 

・合格発表日：平成 29 年 1 月 20 日（金） 

 

４．資格分類 

海上工事施工管理技術者の資格分類は、以下の３分類です。 

○ Ⅰ類（浚渫） 

○ Ⅱ類（コンクリート構造物） 

○ Ⅲ類（鋼構造物） 
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５．受験資格 

受験資格は、以下のＡ、Ｂ、Ｃの要件をすべて満たしていることとします。 

 

・受験要件Ａ  

「一級土木施工管理技士」あるいは「技術士（建設部門に限る）」の資格を有していること 

・受験要件Ｂ   

「海上工事」の実務経験が 24 ヶ月以上あること 

・受験要件Ｃ 

以下のＣ-1、又はＣ-2 のいずれかの条件を満足していること 

Ｃ-1 「受験する資格分類の海上工事」において、「技術管理業務の実務経験」が 12 ヶ月以上ある

こと 

Ｃ-2 「受験する資格分類の海上工事」において、「監理技術者、主任技術者としての実務経験」が

２回以上あること 

詳細については、ＨＰ を確認して下さい。 

 

６.受験者数及び合格者数の推移 

【受験者数】 
        

受験年度 
1 次試験 2 次試験 

Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 合計 Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 合計 

2008 381 1,071 316 1,768 183 456 187 826 

2009 302 835 225 1,362 182 425 136 743 

2010 167 551 117 835 80 290 60 430 

2011 140 396 83 619 80 216 53 349 

2012 82 234 33 349 47 87 20 154 

2013 65 188 33 286 39 90 24 153 

2014 71 169 38 278 40 91 21 152 

2015 75 197 39 311 46 120 23 189 

合  計 1,283 3,641 884 5,808 697 1,775 524 2,996 

 

【合格者数】         

受験年度 
1 次試験 2 次試験 

Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 合計 Ⅰ類 Ⅱ類 Ⅲ類 合計 

2008 188 464 187 839 176 435 180 791 

2009 178 418 133 729 169 394 131 694 

2010 80 288 62 430 79 281 60 420 

2011 79 212 54 345 77 207 51 335 

2012 45 81 20 146 46 81 20 147 

2013 39 89 25 153 38 89 21 148 

2014 37 91 19 147 40 91 21 152 

2015 46 120 23 189 45 120 23 188 

合  計 692 1,763 523 2,978 670 1,698 507 2,875 
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Ⅱ.空港工事施工管理技術者 資格認定試験 

 

１. 申込み受付期間 

  平成 28 年 6 月 1 日（水）10 時～6 月 30 日（木）16 時 

 

２．受験申込み手続き 

受験申込みは、インターネットを通じて行います。申込みに必要な資料、受験料の支払い、受験に

あたっての留意事項等について、SCOPE ホームページ（http://www.scopenet.or.jp/main/index.php）

から「海上・空港管理技術者／空港点検資格制度 制度」にアクセスしてください。 

 

３．試験日及び合格発表 

 ・試験日：平成 28 年 8 月 21 日（日）試験開始： 10 時 00 分 試験終了：16 時 30 分 

・試験地：札幌、仙台、新潟、東京、名古屋、大阪、高松、広島、福岡、那覇 

・受験料：16,200 円（消費税込み） 

 ・合格発表：平成 28 年 12 月 9 日(金) 

 

４．受験資格 

 受験資格は、以下のＡ、Ｂの要件をすべて満たしていることとします。 

・受験要件Ａ  

「一級土木施工管理技士」又は「技術士(建設部門に限る)」の資格を有していること。 

・受験要件Ｂ  

「空港土木工事」において３ヶ月以上の「実務経験」を有していること。 

 

詳細については、ＨＰ を確認して下さい。 

 

５．受験者数及び合格者数の推移 

 

受験年度 受験申込者数 受験者数 合格者数 

2011 710 626 222 

2012 306 262 77 

2013 191 156 69 

2014 137 112 50 

2015 153 130 44 

合  計 1,497 1,286 462 
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Ⅲ. 空港土木施設点検評価技士 資格認定試験 

 

１. 申込み受付期間 

  平成 28 年 6 月 1 日（水）10 時～6 月 30 日（木）16 時 

 

２．受験申込み手続き 

受験申込みは、インターネットを通じて行います。申込みに必要な資料、受験料の支払い、受験に

あたっての留意事項等について、SCOPE ホームページ（http://www.scopenet.or.jp/main/index.php）

から「海海上・空港管理技術者／空港点検資格制度 制度」にアクセスしてください。 

 

３．試験日及び合格発表 

 ・試験日：平成 28 年 8 月 21 日（日）試験開始： 10 時 00 分 試験終了：14 時 20 分 

・試験地：札幌、仙台、新潟、東京、名古屋、大阪、高松、広島、福岡、那覇 

・受験料：13,500 円（消費税込み） 

 ・合格発表：平成 28 年 12 月 9 日(金) 

 

４．受験資格 

 受験資格は、以下のＡ、Ｂの要件をすべて満たしていることとします。 

・受験要件Ａ 

  以下のいずれかの資格を有する者 

ｲ １級又は２級土木施工管理技士 

ﾛ １級又は２級建設機械施工技士 

ﾊ 技術士（建設部門、統合技術監理部門（建設）） 

ﾆ 測量士 

ﾎ 土木学会が認定する 1 級以上の技術者 

ﾍ ＲＣＣＭ（港湾及び空港部門又は道路部門） 

ﾄ １級又は２級舗装施工管理技術者 

 

・受験要件Ｂ 

「空港土木施設の点検・評価」に関して通算３ヶ月以上の「実務経験」を有する者 

 

詳細については、ＨＰ を確認して下さい。 

   

５．受験者数及び合格者数の推移 

受験年度 受験申込者数 受験者数 合格者数 

2015 128 121 59 

合  計 128 121 59 
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Ⅳ.海上/空港工事施工管理技術者資格の総合評価入札での加点状況等 

 

１. 評価入札での加点状況 

整備局等名 導入の状況 加算点 
加算合計

点 
対象工事の難易度 

平成 25

年度工

事件数 

平成 26

年度工

事件数 

備考 

東北地方整

備局 

海上・空港資

格 

1～2

点 
40～60 点 

施工能力評価型、Ｓ型

（WTO 除く） 
10 8 

コンクリート技士又は

主任技士と同等 

関東地方整

備局 

海上・空港資

格 
1 点 40～60 点 

チャレンジ型除く(WTO

は不明) 
－ 3 

  

北陸地方整

備局 

海上・空港資

格 

1～2

点 
30～60 点 

施工能力評価型、技術

提案評価型（WTO 除く） 
15 28 

  

中部地方整

備局 

海上・空港資

格 
1 点 40～60 点 

原則として WTO 以外の

すべての工事 
－ － 

 工事ごとに対象とす

る資格を設定 

近畿地方整

備局 

海上資格（空

港は現在直

轄工事なし） 

1～2

点 
40～60 点 

技術提案評価型（WTO

を除く）、施工能力評価

型 

12 20 
企業能力と技術者能力

で加点 

中国地方整

備局 

海上・空港資

格 
1 点 40 点 施工能力評価型 14 27 

  

四国地方整

備局 

海上・空港資

格 

5～25

点 

135～155

点 

施工能力評価型、技術

提案評価型（S 型） 
－ 41 企業評価で加点 

九州地方整

備局 

海上・空港資

格 
2 点 50～70 点 

技術提案評価型（A型）、

技術提案評価型（WTO

型）を除く 

27 14 技術士と同等 

沖縄総合事

務局 

資格の記載

無し 
－－ －－－ －－－ － － 

  

北海道開発

局 

資格の記載

無し 
－－ －－－ －－－ － － 

  

 

※：東京航空局、大阪航空局では、空港工事資格を総合評価の加算点とした試行工事が実施されている。 

 

２. 「公共工事に関する調査及び設計等の品質確保に資する技術者資格」 

公共工事に関する調査、点検・診断、設計等に関する業務に対し、民間団体等が付与する一定水準を

有する資格について、国土交通省が登録する制度が平成 26 年度に導入され活用されています。 

  平成 28 年 2 月 24 日、当センターの「空港土木施設点検評価技士」の資格が、空港施設の点検・診断

分野で登録されました（登録番号：品確技資第 99 号）。 

 国及び地方公共団体は業務の発注に際し、登録資格保有者を総合評価で加点評価するなど、積極的に

活用していくこととしています。 
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Ⅴ.資格の更新 

１.「海上工事施工管理技術者」 

資格の更新には「海上工事施工管理技術者資格認定制度に関する規程」（以下、本規程）により、以

下に示す２つの方法があります。 

(1) 本規程、第２１条に規定する「継続学習」により、継続学習の単位を 200 ポイント以上取得する。 

(2) 本規程、第２６条に規定する「単位不足の救済」により、資格の有効期限内に海上工事の実務経

験を有する場合に限り、同じ資格分類の２次試験を受験し合格する。（一次試験は免除。試験日：

平成 28 年 11 月中旬～12 月初旬のうち 1 日実施予定） 

 

※第２６条 資格の更新に必要な継続学習単位の取得が困難と見込まれる者は、資格の有効期限内に海

上工事の実務経験を有する場合に限り、同じ資格分類の二次試験に合格することにより、資格の更新を

受けることができる。なお、この場合の一次試験は免除する。 

 

２.「空港工事施工管理技術者」 

資格の更新には「空港工事施工管理技術者資格認定制度に関する規程」（以下、本規程）により、以

下に示す２つの方法があります。 

(1) 本規程、第２０条に規定する「継続学習」により、継続学習の単位を 200 ポイント以上取得する。 

(2) 本規程、第２５条に規定する「単位不足の救済」により、平成 28 年度実施の本資格認定試験のう

ち、記述式試験を受験し合格する。（択一式試験は免除。試験日：平成 28 年 8 月 21 日（日）実施予

定） 

 

※第２５条 資格の更新に必要な継続学習単位の取得が困難と見込まれる者は、資格の有効期限内に空

港工事の実務経験を有する場合に限り、記述式試験に合格することにより、資格の更新を受けることが

できる。 

 

Ⅵ.海上工事施工管理技術者認定資格失効者の資格回復措置 

資格を失効した者は、資格を失効した翌年度に限り、以下に示す２つの方法により、資格を回復する

ことができます。 

１.二次試験に合格することによる資格の回復 

 下記(1)、(2)の両方を満足することが条件です。 

(1)資格の有効期間内または資格失効後、本年度の２次試験申し込み日までの期間に海上工事の実務経

験を有すること。   

(2)資格失効した翌年度に実施するの同じ資格分類の２次試験に合格すること。   

  

２.継続学習のポイント登録による資格の回復 

 下記(1)、(2)の両方を満足することが条件です。 

(1)資格有効期間内に取得した継続教育ポイントと、失効後１年間に取得した継続教育ポイントとの合

計が、200 ポイントを満足すること。   

(2)その後、技術報告書（海上工事施工技術報告書または海上工事施工関連技術報告書のどちらか）を

提出し、適切と判断されること。  

 

 資格回復後の当該資格の有効期間は、本来の更新が行われた場合の有効期限までとなります。また、

継続教育の単位については、資格回復後からのものが新たに積算されることとなります。 


